
図表１－① 「規制の事前評価の実施に関するガイドライン」（平成 19 年８月 24 日政策評価各府省連

絡会議了承）＜抜粋＞ 

本ガイドラインは、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号。以下「評価

法」という。）の枠組みの下、規制の新設又は改廃に係る政策の事前評価（以下「規制の事前評価」

という。）を円滑かつ効率的に実施し、もって規制の質の向上や、国民への説明責任を果たすことに

資するよう「政策評価に関する基本方針（以下「基本方針」という。）」及び「政策評価の実施に関

するガイドライン（以下「政策評価ガイドライン」という。）」を踏まえつつ、規制の事前評価の内

容、手順等の標準的な指針を示したものである。 

本ガイドラインについては、各行政機関における取組の進展や諸外国での先行的な取組の成果を踏

まえ、必要に応じ、規制の事前評価の改善及び充実のため、所要の見直しを行う。 

 

Ⅰ 評価に当たって 

規制は、社会秩序の維持、生命の安全、環境の保全、消費者の保護等の行政目的のため、国民の

権利や自由を制限し、又は国民に義務を課すものである。したがって、規制の事前評価を行い、そ

の結果を公表することを通じて、規制の質の向上を図るとともに、利害関係者のみならず、規制に

ついて広く国民の理解を得ることが重要である。このように、規制の事前評価の果たす役割は、大

きいものと考えられる。 

規制の事前評価は、規制によって発生する効果や負担を予測し、それを評価するものである。評

価の実施においては、規制の新設又は改廃の可否や規制の具体的な内容やその程度についての検討

に資するよう分析するとともに、分析内容が国民や利害関係者等との議論の共通の土台として用い

られ、その過程で充実したデータや情報が収集されることが重要である。このことを踏まえると、

政策の着想から決定に至る一連の過程の中で、できる限り早期に評価を開始するよう努めるべきで

ある。 

なお、規制の性質等により本ガイドラインに定める標準的な評価が実務上困難な場合には、基本

方針Ⅰ３「政策効果の把握に関する基本的な事項」ア及び政策評価ガイドライン3「評価手法」を

踏まえ、可能な範囲で評価に取り組む必要がある。 

（注）下線は当省が付した。 
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